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１． 研究計画の概要 
 本研究は、合理的選択論の観点から、参加
者自らが出資し、経営し、働くような「協同
組合型の NPO」と市民参加との相互作用の
メカニズムの解明を試みるものである。本研
究では、分析対象として神奈川県の生活クラ
ブ生活クラブ生協の事例を取り上げる。 
 本研究の目的は、合理的選択理論のアプロ
ーチを基本としつつ、進化心理学や認知社会
心理学の知見を積極的に取り入れながら、生
活クラブ運動グループの事例を検討するこ
とで、①個人のイニシアティブによる社会的
サービス（集合財）の提供可能性に影響を与
える制度的要因は何か、②また、それらの要
因の中で各個人の政治活動への参加に影響
を与えるメカニズムとして働いているもの
とは何か、を理論的かつ実証的に検討するこ
とである。 
 本研究のもう一つの目的は、日常的な相互
作用からなる社会ネットワークとそこに埋
め込まれている一連の資源が NPO の形成や
発展に及ぼすメカニズムを、合理的選択論の
観点から、解明することである。つまり、本
研究は、NPO の形成や発展過程における集
合行為のジレンマ問題（ただ乗りの問題や保
証問題）の克服に、日常的な社会関係やそこ
に埋め込まれている一連の資源がどのよう
な影響を与えているのか、という問題を理論
的かつ実証的に明らかにすることに焦点を
当てている。 
 平成 19 年度は、①協同組合型の NPO と関
連する基礎的データを収集するとともに、②
パネル調査としての第 1 回目の「社会政治意

識と市民参加」に関するアンケート調査とヒ
アリング調査を行う。 
 アンケート調査においては、①組織内外の
ネットワークや互恵性の規範や相互信頼が
形成されるメカニズムを明らかにし、②生協
加入のあり方の変容がソーシャル・キャピタ
ルの質やソーシャル・キャピタルの形成メカ
ニズムの変化にどのような影響を及ぼして
いたのか、という問題に焦点を当てることと
する。 
 平成 20 年度は、前回のアンケート調査を
補足するヒアリング調査を行い、平成 21 年
度は、（パネル調査としての）第 2 回目のア
ンケート調査を実施する。この調査によって、
生協加入のあり方が変わり、それに従って組
合員参加の制度も変わったことがソーシャ
ル・キャピタルの質や蓄積メカニズムの変化
にどのような影響を及ぼしていたのか時系
列的に分析することが可能となるであろう。
平成 22 年度は、これまでのパネル調査の結
果とヒアリング調査を総合的に分析し、その
分析結果を論文や報告書としてまとめるこ
とを目指す。 
 
２． 研究の進捗状況 
 （1）平成 19 年度末には、（パネル調査と
しての）第 1 回目のアンケート調査を行い、
平成 21 年度 3 月には第 2 回目のパネル査を
行うことができた。 
 （2）平成 19 年に科学研究費補助金を頂く
前から研究してきた成果を中心に、2008 年 5
月に生活クラブ運動グループに関する調査
結果をまとめた本を出版した。また、韓国の



学術雑誌に論文を掲載することもできた。さ
らに、慶應義塾大学 21COE-CCC 国際シンポジウ

ムでも生活クラブ運動グループについての報告を

行った。 
 （3）平成 20 年度には、第 1 回目のアンケ
ート調査の分析結果を用いて、2008 年 6 月
の日本 NPO 学会の研究会で 2 回の報告を行
い、有意義なコメントをいただいた。また、
2009 年 7 月の日本公共選択学会でも上記の
アンケート調査結果を用いた報告を行った。
さらに、これまでの報告を踏まえた上で中京
大学総合政策学部のジャーナルにも 2010 年
3 月に論文を掲載し、その論文を調査対象団
体のリーダー達にも配布した。 
 （3）2010 年 3 月にはパネル調査としての
第 2 回目のアンケート調査を行い、現在、そ
の調査結果を分析しつつある。2010 年の秋
ごろには、これまでのアンケート調査（2 回）
とヒアリング調査の結果を用いて、生活クラ
ブ生協の関係者達とのワークショップを計
画している。このワークショップの結果を踏
まえた上で、総合的な分析結果をまとめ、ジ
ャーナルなどに掲載することを計画してい
る。 
 
３．現在までの達成度 
 ②おおむね順調に進展している。 

個人情報の問題と関連してパネル調査を
行うことが難しい局面もあったものの、生活
クラブ生協理事会の同意を無事に得ること
ができ、パネル調査としての第 2 回目のアン
ケート調査を行うことができた。今後は、追
加のヒアリング調査とともに、上記の 2 回に
かけたアンケート調査を総合的に分析しま
とめる作業のみが残っている。 
 ただ、予算上の問題により、協同組合型の
非営利組織であり、社会的企業でもある、【ワ
ーカーズ・コレクティブ】についてのアンケ
ート調査を行うことができなかった。 
 
４．今後の研究の推進方策 
 （1）パネル調査の分析結果を用いて、学
会報告や論文掲載などを行った上で、本の執
筆を計画している。 
 （2）その後の研究の推進方策として、２
年後、生活クラブ生協について、（パネル調
査としての）第３回目のアンケート調査を行
う計画を立てている。また、予算上の問題の
ために行うことができなかった【ワーカー
ズ・コレクティブ】に関するパネル調査を進
めるために、他の研究費の申請をも行い、【協
同組合型の非営利組織】や【メンバーシップ
型の社会的企業】についての研究を引き続き
行いたい。 
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